
守口市立中学校給食調理業務委託 

公募型プロポーザル 募集要領 

 

１ 事業の趣旨・目的 

令和７年３月に策定した「守口市立中学校等給食実施方針」に基づき、全員喫食制中

学校等給食を令和９年度から導入し、生徒の健全な心身の発達と食育の推進を図ること

を目的とする。 

中学校においては、民間事業者の持つ高度な調理技術や衛生管理ノウハウ、豊富な経

験を活用したホットデリバリー方式（再加熱対応ランチボックス形式）により、温かく

安全・安心でおいしい学校給食を安定的かつ継続的に提供し、充実した給食運営を行う。 

 

２ 業務概要 

(１) 業務名  守口市立中学校給食調理業務委託 

 

(２) 業務内容 別紙「守口市立中学校給食調理業務委託【一般仕様書】」及び「守口市

立中学校給食調理業務委託【特記仕様書】」のとおり 

 

(３) 履行期間 契約締結日から令和14年７月31日まで 

ただし、給食の開始時期は、令和９年２学期の発注者が別途指定す

る日からとする。また、契約締結日から給食の開始までは業務の準備

期間とする。 

なお、八雲中学校に係る業務については、[選択制]デリバリー方式

によって、令和10年７月31日（見込み）まで実施することとし、施設一

体型の義務教育学校「八雲学園」として、新たな校舎の供用開始以降

は、本業務の対象外であることに留意すること。 

 

(４) 上限額  令和９年度   163,000千円 

令和10年度   233,000千円 

令和11年度   215,000千円 

令和12年度   215,000千円 

令和13年度   215,000千円 

令和14年度    75,000千円 

合計     1,116,000千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※ 当該金額（消費税及び地方消費税を含む。）を上限とします。なお、

本金額には発注者が別途支払う食材料費（通常食数分）は含まれま

せんが、受注者負担となる保存食及び予備食に係る費用は含まれま

す。 

 

 



３ 参加資格 

企画提案に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たした単独企業または複数の企

業からなる共同企業体（JV）とする。 

共同企業体（JV）で参加する場合は、代表事業者を定めるとともに、(１)から(６)の

要件について、構成する全事業者がこれに該当すること。 

(１) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者でない

こと。 

(２) 本業務の応募書類提出時において、本市物品等入札参加有資格者名簿に業種「給

食業務委託」で登録されていること。 

(３) 守口市入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置を受けている者又は各要綱

別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められる者でないこと。 

(４) 守口市公共工事等及び売払い等に関する暴力団対策措置要綱に基づく入札参加

除外措置を受けている者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認め

られる者でないこと。 

(５) 会社更生法（平成14年法律第154号）又は同法による改正前の会社更生法（昭和27

年法律第172号）の適用申請をした者（更生計画の認可を受けた者を除く。）でない

こと。 

(６) 民事再生法（平成11年法律第225号）の適用申請をした者（再生計画の認可を受け

た者を除く｡）でないこと。 

(７) 国税及び地方税を滞納していないこと。なお、共同企業体（JV）で参加する場合

は、構成する全事業者がこれに該当すること。 

(８) 本業務の応募書類提出時における従業員数（契約社員、パートタイム職員、派遣

社員を含む）が100人以上であること。なお、共同企業体（JV）で参加する場合は、

代表事業者がこれに該当すること。 

(９) 平成31年４月以降、学校教育法（昭和22年法律第26号）第２条第２項に規定する

国立学校又は公立学校において、給食１回につき300食以上を提供する給食調理業

務を３年以上継続して履行した実績があること。なお、共同企業体（JV）で参加す

る場合は、構成する全事業者がこれに該当すること。 

※ 同一の発注者から同一の業務を継続して受注している場合、単年度契約又は複

数年度契約を合算して３年を満たすものは、実績として認める。ただし、履行期

間が連続していないものは認めない。 

※ デリバリー方式の実績については、「食缶やランチボックスを用いた配送業務」

が含まれていること。 

※ 履行実績の有無は、事業者単位で判定する。当該事業者の本市入札参加有資格

者名簿の登録が本社・本店であるか支店・営業所等であるかを問わない。 

※ 本条件の期間には、履行完了日が当てはまればよく、契約締結日はこの限りで

ない。 

(10) 本業務で想定する食数（１日あたり約2,500食）以上の調理能力を有する施設を、

応募書類提出時において既に保有していること。なお、共同企業体（JV）で参加す

る場合は、実際に調理・提供を担う構成事業者が保有できること。 



(11) 大阪府内に本店、支店又は営業所等を有すること。なお、共同企業体（JV）で参

加する場合は、構成する全事業者がこれに該当すること。 

(12) 食品衛生法（昭和22年法律第233号）第55条第１項に基づく飲食店営業許可を受け

ていること。なお、共同企業体（JV）で参加する場合は、実際に調理・提供を担う

事業者がこれに該当すること。 

(13) 学校給食等業務その他調理業務を実施している施設（レストラン、寮等を含む。）

において、応募書類提出日から遡って１年の間に、食品衛生法に基づく食中毒によ

る営業停止等の行政処分を受けておらず、かつ、同日から遡って３年の間に、当該

行政処分を２度以上受けていないこと。なお、共同企業体（JV）で参加する場合は、

構成する全事業者がこれに該当すること。 

(14) 食中毒による事故を起こし、応募書類提出日時点において保健所の立入検査を受

けていないこと。なお、共同企業体（JV）で参加する場合は、構成する全事業者が

これに該当すること。 

(15) 製造物責任法（平成６年法律第85号）第３条の規定に定める賠償責任を履行する

ため、生産物賠償責任保険に加入していること。なお、共同企業体（JV）で参加す

る場合は、構成する全事業者がこれに該当すること。 

 

４ 参加手続 

共同企業体（JV）による参加の場合、実際に調理・提供を担う構成事業者を代表事業

者と定め、代表事業者が応募に関する一切の手続き、本市との連絡調整及び優先交渉権

者として選定された場合の契約手続きを行うこと。 

(１) 担当部署及び問い合わせ先 

守口市教育委員会事務局 教育部 保健給食課 

〒570-8666 守口市京阪本通２丁目５番５号 

電話:06-6995-3156 FAX:06-6991-3078 

Mail:kyoshido@city.moriguchi.lg.jp 

(２) 募集要領等の配布 

ア 配布期間 

令和８年８月12日（水）～令和８年９月11日（金） 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時まで） 

イ 配布場所 

保健給食課で配布する。 

そのほか、守口市ホームページからもダウンロード可能。 

(３) 応募書類の提出期限、提出場所及び提出方法 

ア 提出期限 

令和８年８月12日（水）～令和８年９月11日（金） 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時まで） 

※提出期限後に到着した応募書類は無効とする。 

イ 提出場所 

保健給食課 

ウ 提出方法 



持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

※ メールでの提出はできません。 

 

５ 応募書類 

(１) 提出書類 

応募書類等一覧（別表）に掲げる書類 

(２) 提出部数 

原本１部及び写し10部 

(３) 企画提案書等の作成方法 

守口市立中学校給食調理業務委託企画提案書等作成要領のとおり。 

(４) 提出された企画提案書等の取扱い 

ア 提出された企画提案書等は、本プロポーザルにおける契約の相手方の候補者の

選定以外の目的では使用しない。 

イ 採用された企画提案書等に対し、公文書公開請求があった場合は、守口市情報

公開条例に基づき、特定の内部管理情報や個人情報などを除いて、原則公開する

こととする。 

ウ 提出のあった企画提案書等は、選考を行う作業に必要な範囲において、複製を

行うことがある。 

エ 提出された企画提案書等は返却しない。 

オ 企画提案書等の著作権は、提案者に帰属する。 

カ 企画提案書等に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に基づいて保護され

る第三者の権利の対象となっているものを使用した結果、生じた責任は提案者が

負う。 

(５) 留意事項 

ア 企画提案書等の作成、提出に関する費用は、提出者の負担とする。 

イ 提出の際は添付書類も含め目次、通し番号及びインデックスを付し、A4サイズ

のファイルに綴って提出すること。 

 

６ 質疑・回答 

(１) 受付期間 

公募開始日～令和８年８月26日（水）午後５時必着 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時まで） 

(２) 質疑方法 

電子メール又はFAX（到達確認の電話を行うこと。）で、保健給食課に提出するこ

と。 

(３) 様式等 

様式３「質問書」を使用し、次の点に留意して記載すること。 

ア 件名は「守口市立中学校給食調理業務委託に関する質問」とすること。 

イ 質問者の会社名、部署名、役職・氏名、電話番号、及び電子メールアドレスを記

載すること。 

ウ 質問内容を端的に表す表題を本文に記載すること。 



(４) 回答期限 

令和８年９月３日（木） 

(５) 回答方法 

守口市ホームページに掲載し、個別には回答しない。 

 

７ スケジュール 

 

８ 評価方法等 

(１) 評価基準 

別紙「評価基準」のとおり 

(２) プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

企画提案書について、プレゼンテーション及びヒアリングを実施する。時間、場

所については、別途通知する。 

(３) 評価方法 

企画提案書、収支計画書（見積書）、プレゼンテーション及びヒアリングについて、

評価基準に基づいて評価する。 

(４) 候補者の選定方法 

ア 失格者を除いた者のうち、(３)の総合点が最も高い者を、契約の相手方の候補

者として選定する。 

イ 最高点の者が複数の場合は、収支計画書（見積書）の金額が最も安価な者を契

約の相手方の候補者として選定する。なお、金額も同額の場合については、当該

者は、当初提案の金額の範囲内で価格提案書を再作成し、再提出された価格提案

書の金額が最も安価な者を契約の相手方の候補者として選定する。また、再提出

された金額も同額である場合は、当該事業者の立ち会いのもと、くじ引きにより

日 程 内 容 

令和８年８月12日（水） 公告（募集要領、仕様書等の配布） 

令和８年８月12日（水） 質問受付開始 

令和８年８月26日（水） 

午後５時まで 
質問受付終了 

令和８年９月３日（木） 質問回答期限 

令和８年９月11日（金） 

午後５時まで 
応募書類の提出期限 

令和８年10月上旬 

応募事業者の応募資格の確認結果（一次審査）及

び事業者プレゼンテーション及びヒアリング日

時、場所等の通知 

令和８年10月中旬 
事業者プレゼンテーション、ヒアリング及び審査

（二次審査） 

令和８年10月下旬 優先交渉権者の決定､審査結果通知 

令和８年11月上旬（予定） 契約締結 



選定する。ただし、事業者が立ち会わない場合は、委員長が代わりにくじを引く

ものとする。 

ウ ア、イにかかわらず、総合点が60点未満の場合は、候補者として選定しない。 

(５) その他 

次に掲げる事項に該当する者は、失格とする。 

ア 提出した書類に虚偽の内容を記載した場合 

イ 本募集要領に示した企画提案書等の作成及び提出に関する条件に違反した場合 

ウ 価格提案書の金額が２(４)の上限額を超える場合 

エ 評価の公平性に影響を与える行為があった場合 

オ 評価に係る委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた場合 

カ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った場合 

 

９ 選定結果の通知・公表 

候補者選定後、参加者全員に選定又は非選定の結果をメールにて通知する。また、後

日、下記項目において守口市ホームページにおいて公表するとともに、担当課において

閲覧に供するものとする。 

【公表事項】 

(１) 候補者名 

(２) 全参加者名、全参加者の総合評価点、提案金額 

(３) 委員の氏名等 

 

10 契約手続 

(１) 契約交渉の相手方に選定された者と守口市との間で、委託内容、経費等について

再度調整を行った上で協議が調った場合、委託契約を締結する。 

(２) 優先交渉権者として選定され、契約を締結した事業者(以下「受注者」という。)

は、契約金額の100分の10の額の契約保証金を契約と同時に納付しなければならない。

ただし、守口市契約規則第21条各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免

除する。 

(３) 契約代金の支払いについては、本市が受注者からの完了状況等の報告に基づき、

必要な検査を受け当該検査に合格した場合において受注者からの請求後30日以内に

支払う（毎月払い）。 

(４) 選定された候補者が、特別な事情等により契約を締結しない場合は、その理由を

記載した辞退届を提出すること。なお、この場合、次順位者を候補者とする。 

 

11 委託準備期間における業務 

受注者は、契約締結日から給食開始日(令和９年９月予定)までの準備期間において、

安全・安心で円滑な給食提供に向け、本市と十分に協議を行いながら、次の業務を実施

すること。なお、業務の進捗については、提案時に提出された業務工程表に基づき、本

市へ定期的に報告すること。 

(１) 施設・設備の整備及び準備 



ア 調理施設の整備(改修等)に関する詳細計画を本市に提出し、承認を得た上で実

施すること。また、本市は必要に応じて進捗状況の現地確認を行う。 

イ 仕様書で定める調理機器、配送用コンテナ、食器、その他備品等の選定につい

て、本市に協力すること。(※費用負担の区分は仕様書のとおりとする。) 

ウ 導入した調理機器・設備について、給食開始前に十分な試運転及び動作確認を

行うこと。 

(２) 人材の確保及び育成 

ア 業務責任者、栄養士、調理員、配送員、配膳員等、業務に必要な人員を確保する

こと。 

イ 確保した従業員に対し、本市の学校給食に関する方針、衛生管理、調理技術、

アレルギー対応、危機管理等に関する研修計画を作成・提出し、本市の承認を得

て実施すること。 

(３) 各種マニュアル等の作成及び協議 

本市の仕様書及び関係法令等に基づき、以下のマニュアル等を具体的に作成し、

本市の承認を得ること。 

ア 衛生管理マニュアル(HACCPの考え方に基づく具体的な手順を含む) 

イ アレルギー対応マニュアル(調理から配送、学校での再加熱、配膳までの各段階

における誤配食防止策を含む) 

ウ 嚥下調整食対応マニュアル(調理から配送、学校での再加熱、配膳までの各段階

における誤配食防止策を含む) 

エ 危機管理マニュアル(食中毒、異物混入、自然災害、配送事故等への対応) 

(４) 試作・試運転の実施 

調理の試作について、本市と協議の上、実施し、献立の味付けや量、盛り付け等

について調整を行うこと。また、実際の配送ルートおよび各校の配膳室(再加熱室含

む)を使用した総合的な配送・配膳シミュレーション(模擬訓練)を実施すること。 

(５) 試食会の実施 

本市が指定する学校関係者、保護者等を対象とした試食会について、本市と協議

の上、必要に応じて実施すること。 

(６) その他 

ア 関係機関(管轄保健所等)との必要な協議及び届出等を行うこと。 

イ 各学校への配送ルート、配膳室の確認、学校担当者との連携体制の構築等を行

うこと。 

ウ 上記に掲げるもののほか、円滑な給食開始に向けて本市が必要と認める事項。 

 

12 その他 

(１) 守口市立中学校給食調理業務委託公募型プロポーザル参加表明書（様式１－１）

の提出後に辞退する場合は、辞退届（様式４）により届け出るものとする。 

(２) 企画提案書及び収支計画書（見積書）については、１者につき１提案に限る。 

(３) 守口市立中学校給食調理業務委託公募型プロポーザル参加表明書（様式１－１）

を提出した後、企画提案書及び収支計画書（見積書）の差替、訂正、再提出をするこ



とはできない。ただし、市から指示があった場合を除く。（提出期限内の差替え、再

提出は可能とする。） 

(４) 守口市立中学校給食調理業務委託公募型プロポーザル参加表明書（様式１－１）

を提出した後、市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求めることがある。 

(５) 提出書類の作成、提出、ヒアリング及びプレゼンテーション等に要する経費は、

提案者の負担とする。 

また、二次審査における機材その他は、原則として、応募者が準備するものとす

る。ただし、投影用のスクリーンについては市が準備する。 

(６) 書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時及

び計量法（平成４年法律第５１号）に定める単位とする。 

(７) 提出書類について、市が定める様式（様式１～15）を使用していない場合は、無

効とする場合がある。 

 

  



（別表） 

 

応募書類等一覧 

 

番号 書  類  名 

１－１ 
守口市立中学校給食調理業務委託 公募型プロポーザル 参加表明書（様式１－

１） 

１－２

Ａ 

委任状（様式１－２Ａ） 

事業者が単独である場合には、本様式の提出は不要。 

【添付書類】 

・事業者全ての商業登記簿謄本（提出前３か月以内に発行されたもの） 

・事業者全ての印鑑証明書（提出前３か月以内に発行されたもの） 

１－２

Ｂ 

共同企業体協定書（様式１－２Ｂ） 

事業者が単独である場合には、本様式の提出は不要。 

別添記載例も参照すること。 

構成事業者が３者以上となる場合には、適宜修正すること。 

１－３ 

参加資格確認申請書 兼 誓約書（様式１－３） 

【添付書類】 

１ 単独で応募の場合 

・国税及び地方税を滞納していないことがわかる書類（国税：納税証明書その

３の３、地方税：都道府県税及び市区町村税の納税証明書）（写し可） 

・従業員数を証する書面（確定保険料申告書、障がい者雇用状況報告書、所得

税徴収高計算書等）の写し 

・履行実績を証する書面（業務経歴書の他、契約書等）の写し 

・商業登記簿謄本（３ヵ月以内のもの（写し可）） 

・食品衛生法に基づく営業許可証の写し 

・生産物賠償責任保険(PL保険)加入を証する書類の写し 

 

２ 共同企業体（JV）による応募の場合 

(１) 共同企業体（JV）の【全構成事業者】が提出するもの 

・国税及び地方税を滞納していないことがわかる書類（国税：納税証明書その

３の３、地方税：都道府県税及び市区町村税の納税証明書）（写し可） 

・履行実績を証する書面（業務経歴書の他、契約書等）の写し 

・生産物賠償責任保険(PL保険)加入を証する書類の写し 

(２) 条件に該当する【特定の構成事業者】のみ提出するもの 

・従業員数を証する書面（確定保険料申告書、障がい者雇用状況報告書、所得

税徴収高計算書等）の写し 

※ JVの場合は、従業員数100人以上の要件を満たす事業者（原則として代

表事業者）のみの提出で可。 

・食品衛生法に基づく営業許可証の写し 



 

※ JVの場合は、実際に調理・提供を担う事業者（工場を保有・運営する事

業者）のみの提出で可。 

１－４ 事業者等の連絡先一覧（様式１－４） 

１－５ 誓約書（守口市暴力団排除条例）（様式１－５） 

２ 

事業者概要（様式２） 

【添付書類】 

・事業者の基本財産、業務内容の詳細、活動実績等のわかる書類（パンフレッ

ト可） 

３ 収支計画書（見積書）（様式５） 

４ 【企画提案書】経営状況に関する報告書（様式６） 

５ 【企画提案書】事業実績に関する報告書（様式７） 

６ 【企画提案書】調理施設・設備に関する提案書（様式８） 

７ 【企画提案書】給食調理体制に関する提案書（様式９） 

８ 【企画提案書】衛生管理体制に関する提案書（様式10） 

９ 【企画提案書】アレルギー食・嚥下調整食対応に関する提案書（様式11） 

10 【企画提案書】配送・配膳体制に関する提案書（様式12） 

11 【企画提案書】危機管理体制に関する提案書（様式13） 

12 【企画提案書】雇用体制に関する提案書（様式14） 

13 【企画提案書】独自提案に関する提案書（様式15） 

14 【参考資料】各種独自対応マニュアル 



（様式１－２Ｂ）  

 

共同企業体協定書  

 

（目的）  

第１条  当共同企業体は、次に掲げる業務を共同連帯して営むことを

目的とする。  

 ⑴  守口市立中学校給食調理業務委託における調理、配送等業務（同

業務の内容の変更に伴う業務を含む。以下「調理等業務」という。）

の受注に関すること。  

 ⑵  前号に規定する事業に附帯する事業に関すること。  

 （名称）  

第２条  当共同企業体は、○○○○共同企業体（以下「当企業体」と

いう。）と称する。  

 （事務所の所在地）  

第３条  当企業体は、事務所を○○市○○町○○番地に置く。  

 （成立の時期及び解散の時期）  

第４条  当企業体は、令和○○年○○月○○日に成立し、調理等業務

の受託契約の履行後３月を経過するまでの間は、解散しないことと

する。  

２  前項の規定にかかわらず、当企業体は、調理等業務を受注するこ

とができなければ、解散するものとする。   

 （構成事業者の所在地及び名称）  

第５条  当企業体の構成事業者は、次の二者とする。  

 ⑴  調理及び配膳業務を担当する構成事業者（以下「調理業務等担

当構成事業者」という。）  

   所在地      ○○府○○市○○町○○番地  

   商号又は名称   ○○○○会社  

   代表者職・氏名  ○○○○  

 ⑵  配送業務を担当する構成事業者（以下「配送業務担当構成事業

者」という。）  

   所在地      ○○府○○市○○町○○番地  

   商号又は名称   ○○○○会社  

代表構成事業者・構成事業者を記載してく

ださい。  

※ 株 式 会 社 等 の 法 人 の 形 態 表 記 は 省 略 し

てください。  

代表構成事業者の所在地を記載  

当該企業体の結成日（申請日以前）  

 

代 表 構 成 事 業 者 を 含 む 構 成 事 業 者

を記載してください。  

（ 条 件 付 き 一 般 競 争 入 札 参 加 資 格

申請書と記載が一致すること。）  

２ 者 以 上 と な る 場 合 は 追 記 し

てください。  

調理業務等担当構成事業者が配送業務担当構成事業者を兼ねる場合で

あっても、代表構成事業者を含む構成事業者を記載してください。（条

件付き一般競争入札参加資格申請書と記載が一致すること。）  

記載例  



   代表者職・氏名  ○○○○  

第６条  当企業体は、○○○○会社を代表事業者とする。  

 （代表事業者の権限）  

第７条  当企業体の代表事業者は、調理等業務の受注に関し、当企業

体を代表して、発注者、監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名

義をもって委託料の請求及び受領並びに当企業体に属する財産を管

理する権限を有するものとする。  

 （構成事業者の出資の割合等）  

第８条  当企業体の構成事業者の出資の割合は、次のとおりとする。

ただし、調理等業務について発注者と契約の内容の変更があっても、

当該割合に変更はないものとする。  

  ○○○○会社  ○○％  

  ○○○○会社  ○○％  

２  金銭以外のものによる出資については、時価を参酌の上、構成事

業者が協議して評価するものとする。  

 （運営方法）  

第９条  当企業体は、双方協議のうえ、調理等業務の遂行に当たるも

のとする。  

 （構成事業者の責任）  

第１０条  構成事業者は、調理等業務契約の履行に関し、連帯して責

任を負うものとする。  

 （取引金融機関）  

第１１条  当企業体の取引金融機関は、株式会社○○銀行○○支店と

し、当企業体の名義により別に設けられた預金口座によって取引を

行うものとする。  

 （決算）  

第１２条  当企業体は、会計年度ごとに決算するものとする。  

 （利益金配当の割合）  

第１３条  決算の結果利益を生じた場合には、第８条第１項に規定す

る出資の割合により構成事業者に利益金を配当するものとする。  

 （欠損金の負担の割合）  

第１４条  決算の結果欠損を生じた場合には、第８条第１項に規定す

る出資の割合により構成事業者が欠損金を負担するものとする。  

代表構成事業者の商号又は名称を記載  

３ 者 以 上 と な る 場 合 は 追 記 し て く だ さ

い。  

銀行名・支店名を記載  



（権利義務の譲渡の制限）  

第１５条  本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはでき

ない。  

 （調理等業務の途中における構成事業者の脱退に対する措置）  

第１６条  構成事業者は、発注者及び構成事業者の承認がなければ、

当共同企業体が受託契約の履行を完了する日までは脱退することが

できない。  

２  構成事業者のうち調理業務等担当事業者が脱退した場合において、

調理業務等担当事業者が残存するときは、残存構成事業者が共同連

帯して業務を履行する。ただし、第４条第１項の規定にかかわらず、

調理業務等担当事業者が残存しないときは、当企業体を解散するも

のとする。  

３  構成事業者のうち配送業務担当構成事業者が脱退した場合におい

ては、調理業務等担当構成事業者が配送業務担当構成事業者を責任

を持って手配し、必要書類を提出し、発注者の承認を得るものとす

る。  

４  脱退した構成事業者の出資金の返還は、決算の際に行うものとす

る。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成事

業者の出資金から構成事業者が脱退しなかった場合に負担すべき金

額を差し引くものとする。  

５  決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成事業者には利益

金の配当は行わない。  

 （業務委託途中における構成事業者の破産又は解散に対する処置）  

第１７条  構成事業者のうちいずれかが調理等業務途中において破産

し、又は解散した場合においては、前条第２項から第５項までの規

定を準用する。  

 （解散後の契約不適合責任）  

第１８条  当企業体が解散した後においても、当該調理等業務につき

契約不適合等があったときは、各構成事業者は、共同連帯してその

責任を負うものとする。  

 

 （疑義等の決定）  

第１９条  この協定書に定めのない事項及びこの協定に疑義の生じた



事項については、構成事業者が協議の上、決定するものとする。  

○○○○会社外○社は、上記のとおり○○○○共同企業体を結成し

たので、その証拠としてこの協定書○通を作成し、構成事業者が記名

押印の上、各自その１通を保有するものとする。  

令和   年   月   日  

          （代表構成事業者）  

     所在地  

 商号又は名称  

          代表者職・氏名            印  

 

（構成事業者）  

  所在地  

          商号又は名称  

          代表者職・氏名            印  

第４条の当企業体の成立日  

代表構成事業者  全構成事業者数－１  

３者以上となる場合は追記してください。  




